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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規程は、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学（以

下「本法人」という。）及び奈良先端科学技術大学院大学（以下「本

学」という。）における事務を円滑に行うために、必要な事項を定め

る。 

 

 

第２章 事務 

（事務） 

第２条 本法人及び本学における事務は、監査室、ダイバーシティ＆

インクルージョン推進室、地域共創推進室、技術室、留学生・外国

人研究者支援室、研究科事務室及び事務局において処理する。 

 

第１節 監査室 

（監査室） 

第３条 監査室においては、国立大学法人奈良先端科学技術大学院大

学監査室規程（平成２８年規程第１号）に定める業務に関し必要な

事務をつかさどる。 

 

第２節 ダイバーシティ＆インクルージョン推進室 

（ダイバーシティ＆インクルージョン推進室） 

第４条 ダイバーシティ＆インクルージョン推進室においては、国立

大学法人奈良先端科学技術大学院大学ダイバーシティ＆インクルー

ジョンの推進に関する規程（平成２１年規程第３号）に定める業務に

関し必要な事務をつかさどる。 

 

第３節 地域共創推進室 

（地域共創推進室） 



第４条の２ 地域共創推進室においては、国立大学法人奈良先端科学

技術大学院大学地域共創に関する規程（令和３年規程第１号）に定

める業務に関し必要な事務をつかさどる。 

 

第４節 技術室 

（技術室） 

第４条の３ 技術室においては、国立大学法人奈良先端科学技術大学

院大学技術室規程（令和５年規程第２号）に定める業務に関し必要

な事務をつかさどる。 

 

第５節 留学生・外国人研究者支援室 

（留学生・外国人研究者支援室） 

第４条の４ 留学生・外国人研究者支援室においては、国立大学法人

奈良先端科学技術大学院大学留学生・外国人研究者支援並びに大学

運営の国際化の推進に関する規程（令和６年規程第２号）に定める

業務に関し必要な事務をつかさどる。 

 

第６節 研究科事務室 

（研究科事務室） 

第５条 研究科事務室においては、国立大学法人奈良先端科学技術大

学院大学研究科事務室設置規程（平成１６年規程第９４号）に定め

る業務に関し必要な事務をつかさどる。 

 

第７節 事務局 

（事務局） 

第６条 事務局に管理部及び事業推進部を置く。 

２ 管理部に次の課を置く。 

（１）企画総務課 

（２）人事課 

（３）会計課 

（４）施設課 

３ 事業推進部に次の課を置く。 

（１）研究協力課 

（２）教育支援課 

（３）国際課 

（４）学術情報課 

 

第７条 各課にセンターを置き、その事務を分掌させることができる。 

２ 前項の事務分掌については、別に定める。 

 



第８条 各課に係を置き、その事務を分掌させる。 

２ 前項の事務分掌については、別に定める。 

 

（部長) 

第９条 各部に部長を置く。 

２ 部長には、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 部長は、部の事務を処理する。 

 

（次長） 

第９条の２ 各部に次長を置くことができる。 

２ 次長には、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 次長は、部長を補佐し、部の事務を処理する。 

 

（課長） 

第９条の３ 各課に課長を置く。 

２ 課長には、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 課長は、課の事務を処理する。 

 

（センター長） 

第１０条 課に置くセンターに、センター長を置くことができる。 

２ センター長には、職員をもって充てる。 

３ センター長は、センターの事務を処理する。 

 

（課長補佐） 

第１１条 各課に課長補佐を置くことができる。 

２ 課長補佐には、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 課長補佐は、課長を直接補佐し、課の事務を処理する。 

 

（専門員） 

第１２条 課の事務を処理させるため、各課に専門員を置くことがで

きる。 

２ 専門員は、上司の命を受け、課の所掌事務のうち高度な専門的知

識若しくは経験を必要とする特定又は一定範囲の分野の事務を直接

処理する。 

３ 前項に定める各課に置かれる専門員の所掌事務については、別に

定める。 

 

（係長） 

第１３条 各係に係長を置く。 

２ 係長は、事務職員又は技術職員をもって充てる。  



３ 係長は、係の長として、上司の命を受けて係の事務を処理する。

ただし、上司の命あるときは、他の課及び係の事務を助けるものと

する。 

 

（専門職員） 

第１４条 課の事務を処理させるため、各課に専門職員を置くことが

できる。 

２ 専門職員は、上司の命を受け、課の所掌事務のうち専門的知識若

しくは経験を必要とする特定又は一定範囲の分野の事務を直接処理

する。 

３ 前項に定める各課に置かれる専門職員の所掌事務については、別

に定める。 

 

（主任） 

第１５条 各係に主任を置くことができる。 

２ 主任は、事務職員又は技術職員をもって充てる。 

３ 主任は、上司の命を受けて係の事務を処理する。ただし、上司の

命あるときは、他の課及び係の事務を助けるものとする。 

 

（係員） 

第１６条 係員は、係の事務に従事する。ただし、係長の命あるとき

は、他の課及び係の事務を助けるものとする。 

 

（企画総務課の所掌事務） 

第１７条 企画総務課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）事務の総括及び連絡調整に関すること。 

（２）役員の秘書業務に関すること。 

（３）諸行事に関すること（他課の所掌に係ることを除く。）。 

（４）公印及び電子署名の管守に関すること。 

（５）文書の接受及び発送に関すること。 

（６）公益財団法人奈良先端科学技術大学院大学支援財団に関するこ

と。 

（７）奈良先端科学技術大学院大学基金（以下「基金」という。）に関

すること（他課の所掌に係ることを除く。）。 

（８）中期目標及び中期計画に関すること。 

（９）組織の改廃に関すること。 

（１０）学長選考・監察会議、役員会、経営協議会、教育研究評議会

及び評価会議に関すること。 

（１１）戦略企画本部に関すること。 

（１２）学内規則の制定、改廃及び調整に関すること。 



（１３）自己点検評価、外部評価及び認証評価に関すること。 

（１４）大学基礎データの収集及び管理に関すること。 

（１５）法人文書に関すること。 

（１６）情報公開及び個人情報保護に関すること。 

（１７）指定統計等の全学的な調査統計に関すること。 

（１８）広報に関すること。 

（１９）地域連携に関すること（地域共創推進室の所掌に係ることを

除く。）。 

（２０）安全衛生管理に関すること。 

（２１）防火管理及び防災管理に関すること（施設課の所掌に係るこ

とを除く）。 

（２２）化学物質、放射線・エックス線、遺伝子組換え生物等及び動

物実験の管理に関すること。 

（２３）保健管理センターに関すること（教育支援課の所掌に係るこ

とを除く）。 

（２４）危機管理に関すること。 

（２５）課の所掌事務に係る調査、統計及び報告に関すること。 

（２６）その他他課、監査室、ダイバーシティ＆インクルージョン推

進室、地域共創推進室、技術室、留学生・外国人研究者支援室及

び研究科事務室の所掌に属しないこと。 

 

（人事課の所掌事務） 

第１８条 人事課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）人事事務の総括及び連絡調整に関すること。 

（２）人事制度に係る企画に関すること。 

（３）就業規則、労使協定等に関すること。 

（４）人件費及び人員管理に関すること。 

（５）勤務評定に関すること。 

（６）職員の採用、退職等に関すること。 

（７）職員の退職手当に関すること。 

（８）職員の経歴管理に関すること。 

（９）職員の懲戒、服務等に関すること。 

（１０）兼業に関すること。 

（１１）勤務時間に関すること。 

（１２）人権及びハラスメントの防止に関すること。 

（１３）職員の栄典及び表彰に関すること。 

（１４）職員の研修に関すること（他課の所掌に係ることを除く。）。 

（１５）職員の給与、諸手当等に関すること。 

（１６）リサーチ・アシスタント（ＲＡ）に関すること。 

（１７）ティーチング・アシスタント（ＴＡ）に関すること。 



（１８）共済組合に関すること。 

（１９）職員宿舎に関すること。 

（２０）福利厚生施設に関すること。 

（２１）労働者災害補償に関すること。 

（２２）職員の福利厚生に関すること。 

（２３）課の所掌事務に係る調査、統計及び報告に関すること。 

（２４）その他人事に関する事務で、他課の所掌に属しないこと。 

 

（会計課の所掌事務） 

第１９条 会計課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）会計事務の総括及び連絡調整に関すること。 

（２）会計関係諸規約に関すること。 

（３）共済組合の出納印の管守に関すること。 

（４）決算及び財務諸表等の作成に関すること。 

（５）消費税に関すること。 

（６）計算証明に関すること。 

（７）概算要求及び予算に関すること（施設課の所掌に係ることを除

く。）。 

（８）資金の管理及び運用に関すること。 

（９）現金、預金及び有価証券の出納保管に関すること。 

（１０）収入及び支出に関すること。 

（１１）債権及び債務の管理に関すること。 

（１２）資産の管理に関すること（他課の所掌に係ることを除く。） 

（１３）契約に関すること（他課の所掌に係ることを除く。）。 

（１４）基金に係る予算及び決算並びに基金による事業計画に関する

こと。 

（１５）課の所掌事務に係る調査、統計及び報告に関すること。 

（１６）その他会計に関する事務で、他課の所掌に属しないこと。 

 

（施設課の所掌事務） 

第２０条 施設課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）施設整備計画の総括及び連絡調整に関すること。 

（２）施設マネジメントに関すること。 

（３）施設の点検・評価及び施設の有効活用に関すること。 

（４）工事・役務の予算案の準備に関すること。 

（５）工事・役務の実施配分及び経理に関すること。 

（６）工事・役務の入札及び請負契約事務に関すること。 

（７）工事業者の資格審査に関すること。 

（８）工事関係法規に基づく申請、諸届及び報告に関すること。 

（９）設計監理の委託に関すること。 



（１０）工事の整備計画及び設計・積算に関すること。 

（１１）工事の施工監理、監督及び検査に関すること。 

（１２）施設及び設備の維持保全に関すること。 

（１３）防火管理（企画総務課の所掌に係ることを除く。）及び構内警

備に関すること。 

（１４）エネルギーの管理及び計画に関すること。 

（１５）課の所掌事務に係る調査、統計及び報告に関すること。 

（１６）その他施設整備に関する事務で、他課の所掌に属しないこと。 

 

（研究協力課の所掌事務） 

第２１条 研究協力課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）研究協力事務の総括及び連絡調整に関すること。 

（２）科学研究費補助金等その他の補助金の申請、受入れ及び報告に

関すること。 

（３）民間機関等との共同研究、受託研究、各種研究助成事業及び寄

附金（基金を除く。）等外部資金の申請、受入れ及び報告に関する

こと。 

（４）研修員等の受入れに関すること。 

（５）日本学術振興会等の学術の国際交流事業に関すること。 

（６）発明・特許等に関すること。 

（７）利益相反に関すること。 

（８）フォーラム等の開催に関すること。 

（９）研究推進機構に関すること。 

（１０）産学連携事業に関すること。 

（１１）研究活動上の不正行為防止に関すること。 

（１２）課の所掌に係る調査、統計及び報告に関すること。 

（１３）その他研究協力に関する事務で、他課の所掌に属しないこと。 

 

 

（教育支援課の所掌事務） 

第２２条 教育支援課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）教務及び学生（修了生、特別聴講学生等を含む。以下この号及

び第２０号において同じ。）に対する支援の総括及び連絡調整に関

すること。 

（２）学生相談に関すること。 

（３）保健管理センターの学生関係に関すること。 

（４）入学式及び学位記授与式に関すること。 

（５）教育課程の編成及び授業に関すること。 

（６）学籍に関すること。 

（７）学業成績の管理に関すること。 



（８）学位に関すること。 

（９）特別聴講学生、特別研究学生、科目等履修生、聴講生、研究生

及び特別学修生に関すること。 

（１０）教育内容等の改善のための組織的な研修等に関すること。 

（１１）学生募集及び入学者の選抜に関すること。 

（１２）入学料及び授業料の免除及び徴収猶予等に関すること。 

（１３）奨学金に関すること。 

（１４）学生宿舎に関すること。 

（１５）学生の福利厚生に関すること。 

（１６）同窓会支援その他の修了生との連携に関すること。 

（１７）学生及び博士研究員のキャリア支援に関すること。 

（１８）教育推進機構に関すること。 

（１９）課の所掌に係る調査、統計及び報告に関すること。 

（２０）その他教務及び学生に対する支援に関する事務で、他課の所

掌に属しないこと。 

 

（国際課の所掌事務） 

第２３条 国際課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）国際支援の総括及び連絡調整に関すること。 

（２）国際交流に関すること。 

（３）国際シンポジウムに関すること。 

（４）外国人留学生に関すること（他課の所掌に係ることを除く。）。 

（５）留学生・外国人研究者支援室に関すること。 

（６）その他国際支援に関する事務で、他課の所掌に属しないこと。 

 

（学術情報課の所掌事務） 

第２４条 学術情報課においては、次の事務をつかさどる。 

（１）学術情報事務の総括及び連絡調整に関すること。 

（２）総合情報基盤センターに関すること。 

（３）総合情報戦略会議に関すること。 

（４）附属図書館の運営及び企画に関すること。 

（５）附属図書館の利用に関すること。 

（６）学術資料の選定、整理及び提供に関すること。 

（７）図書館資料等の利用に関すること。 

（８）他大学図書館等との相互利用及び相互協力に関すること。 

（９）図書館システムの運用管理に関すること。 

（１０）学術資料の電子化に関すること。 

（１１）情報セキュリティ管理に関すること。 

（１２）業績データベースに関すること。 

（１３）事務情報化の総括及び連絡調整に関すること。 



（１４）事務情報化に係る情報基盤の運用管理に関すること。 

（１５）課の所掌事務に係る調査、統計及び報告に関すること。 

（１６）その他学術情報に関する事務で、他課の所掌に属しないこと。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１６年５月１６日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行前の事務局の部及び課の所掌事務については、廃

止された奈良先端科学技術大学院大学事務組織規程（平成３年１０

月１日規程第３号）の例による。 

附 則 

この規程は、平成１８年１１月１５日から施行し、平成１８年４月

１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成１９年７月２６日から施行し、平成１９年４月１

日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２０年６月２６日から施行し、この規程による改

正後の国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学事務規程の規定は、

平成２０年４月１日から適用する。 

附 則 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２１年９月１５日から施行し、この規程による改

正後の国立大学法人奈良先端科学技術大学院大学事務規程の規定は、

平成２１年９月１日から適用する。  
附 則 

この規程は、平成２１年１２月１５日から施行する。  
附 則 

この規程は、平成２２年８月１日から施行する。  
附 則 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２３年９月２０日から施行する。  
附 則  

この規程は、平成２３年１０月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。  



附 則  
この規程は、平成２５年８月１日から施行する。  

附 則  
この規程は、平成２６年４月１日から施行する。  

附 則  
この規程は、平成２６年１２月１日から施行する。  

附 則  
この規程は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則  
この規程は、平成２８年４月１日から施行する。  

附 則  
この規程は、平成２９年４月１８日から施行し、平成２９年４月１

日から適用する。  
附 則  

この規程は、平成３０年１０月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和３年１月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和３年４月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和４年４月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和５年１月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和５年２月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和５年４月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和６年４月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和６年１０月１日から施行する。  
附 則  

この規程は、令和７年１月１日から施行する。  


